	くらし建設委員会会議録要旨

	開会日
	平成２６年９月２２日（月）午前１０時００分

	閉会日
	平成２６年９月２２日（月）午後　０時１４分

	場所
	長久手市役所西庁舎　第７・８会議室

	出席委員
	委 員 長　　青山直道
副委員長　　田崎あきひさ
委　　員　　浅井たつお　　　さとうゆみ　　　丹羽茂雄
　　　　　　水野とみ子

	欠席委員
	な　し

	欠員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	市長　　　　　　　田一平　　
次長兼財政課長　　中西直起　　　財政係長　　井上隆雄

くらし文化部長　　布川一重　　
くらし文化部次長　高嶋隆明　　

環境課長　　　　　福岡隆也　　　補佐　　　　林　元美
環境係長　　　　　児玉　剛
建設部長　　　　　浅井十三男
次長兼下水道課長　川本宏志　　　補佐　　　　山田直樹
経営係長　　　　　木全麻規子
専門員　　　　　　伊藤弘憲

区画整理課長　　　加藤英之　　　開発調整監　加藤　敬

公園西駅開発推進室長　尾関　力　補佐　川本満男

計　１７人

	職務のため出席した者の職氏名
	議長　　　　　　　川合保生
議会事務局長　　　野田和裕　　　主任　　　　中川暁敬

	会議録
	別紙のとおり


別紙

委員長　　　　 開会宣言
認定第８号

環境課長　　　認定第８号　平成２５年度長久手市卯塚墓園事業特別会計決算認定について説明
さとう委員　　歳入に関して３,６５０万円程度の一般会計繰入金を３,０５５万円減額補正しており、また歳出に関しても１,１４６万円の墓園整備事業費を全額減額補正しているが、その経緯は何か。
環境課長　　　墓園整備事業費については、平成２５年度に予定していた実施設計を行うことができなかったため全額減額補正とした。
財政係長　　　公債費の利子の減額については、平成２５年度の予算編成時に利率を２.５％と想定していたが、入札により０.４９％、０.５５％、０.９８％という３本の利率となったため、減額補正を行った。また、歳出の減額に伴い、歳入についても減額補正を行った。
さとう委員　　平成２４年度に実施予定の基本設計を平成２５年に繰り越して実施しているが、墓地の販売時期に影響を及ぼさないか。
環境課長　　　販売時期に影響はないと考えている。
さとう委員　　当該事業で新たに整備する墓地は、今ある墓地の拡充という意味か。
環境係長　　　現在（公財）卯塚緑地公園協会が所管している墓地と新たに市が整備する墓地を一体として見ているので、拡張という形となる。

浅井委員　　　事業全体が遅れ気味で実施されているようだが、金利の負担増とはならないのか。
環境課長　　　第一期分の整備は平成２７年夏頃には完成する予定。墓地の供給は予定どおり実施するので遅れはない。資金繰りに影響はない。
田崎委員　　　当該特別会計の編成時に委員会では付帯決議を付したが、十分に考慮して事業実施されているか。
環境課長　　　３項目の付帯決議が付されたが、それを踏まえた実施設計としている。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし
賛成討論　なし
認定第８号　平成２５年度長久手市卯塚墓園事業特別会計決算認定については、全員が賛成。

認定第８号は、原案のとおり可決
認定第４号

下水道課長　　認定第４号　平成２５年度長久手市公共下水道事業特別会計決算認定について説明
浅井委員　　　公共下水道では、経費である処理場管理費に対して下水道使用料の収入が１.８倍程度となっており、一方の農村集落家庭排水施設では１.３倍程度であるため不公平感がある。その理由は何か。

下水道課長　　使用料については、将来の改修等も見込んでの金額である。現在、長期の修繕計画を検討中であるため、修繕の平準化を考慮した場合に、使用料の見直しはあり得る。
丹羽委員　　　脱水ケーキ処分委託について、処理場によって委託業者が異なるのはなぜか。また、それぞれの単価はどのようか。
課長補佐　　　災害時のリスク分散のためである。県内の業者の方が若干安価である。
丹羽委員　　　長久手浄化センター分の処理を県内の業者に依頼することはできないか。
課長補佐　　　先方は他市町からも受け入れており、当市としての受入量は南部浄化センター分が妥当と言われている。
さとう委員　　歳入の下水道使用料の不納欠損額が２１７万円程度あるが、何人分か。また、未納となった理由は何か。
下水道課長　　５２２件、１５９人分である。未納となった理由としては、転出等による所在不明が中心である。
さとう委員　　平成２５年度で給水停止予告を行った件数と実際に給水停止した件数は何件か。また、現在給水停止している件数は何件か。
経営係長　　　停水予告は毎月１２０件程度であり、実際に給水停止したのはそのうち２０件前後である。
下水道課長　　現在給水停止している件数は、水道１５件、下水１２件である。
田崎委員　　　一般管理諸経費の汚水処理委託については、何件委託しているか。
下水道課長　　名古屋市と日進市の隣接地で委託を行っており、名古屋市２,２２２件、日進市３０件である。
田崎委員　　　長久手市内で処理できない理由は何か。
課長補佐　　　道路の形態や管の勾配の状況から、市内に運ぶよりも隣接市に処理を委託した方が経費的に有利であると判断できる案件のみ委託している。
さとう委員　　歳入の寄付金について、端数が発生しているのはなぜか。
下水道課長　　工事費から国の補助金を引いた額を寄付していただいているためである。
さとう委員　　長久手南部浄化センター諸経費の施設改修工事は、当初予定していなかった工事が発生したためか。
課長補佐　　　施設の散水に関して、当初は散水栓からホースを伸ばしての散水を行っていたが、水量も多く手間がかかるため、自動で散水が行えるよう装置を設置した。

さとう委員　　植栽管理委託について、浄化センターによって費用が大きく異なるのはなぜか。
課長補佐　　　長久手浄化センターに隣接する公園ついては下水道課で管理していないが、南部浄化センターについては芝生広場も下水道課で管理しているため費用に差が生じている。
さとう委員　　南部浄化センターの芝生広場を全面使用する際は特別利用の申請が必要であるが、平成２５年度に何件の利用申請があったか。
下水道課長　　平成２５年度には市や県からの利用申請はなかった。
田崎委員　　　南部浄化センターの芝生広場の利用申請について、住民から産業緑地課と下水道課のいずれに申請すればよいか紛らわしいとの声があるが、利用しやすいように改善すべきではないか。
下水道課長　　利用の促進については、ＰＲ等を行っていく。
水野委員　　　公共下水道を維持管理するにあたり、住民が気をつけるべき事項はあるか。
下水道課長　　油や生ゴミ、髪の毛を下水道に流さないように注意していただきたい。
水野委員　　　浄化センターの見学は行っているか。
経営係長　　　見学は市のホームページで募集している。

質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし
賛成討論　なし

認定第４号　平成２５年度長久手市公共下水道事業特別会計決算認定については、全員が賛成。

認定第４号は、原案のとおり可決
認定第５号

下水道課長　　認定第５号　平成２５年度長久手市農村集落家庭排水施設特別会計決算認定について説明
浅井委員　　　有収率について、農村集落家庭排水施設と公共下水道で大きな差が生じているのはなぜか。
課長補佐　　　雨水の流入の差が影響していると考えられる。
浅井委員　　　経費である熊張苑管理費に対する熊張苑使用料の収入割合が公共下水道に比べ低く、有収率も低いままで手つかずとなっている。井戸水の使用を考えていかないか。
下水道課長　　有収率が低くなっている理由については、分析できていない。
浅井委員　　　負担金徴収の際に井戸水使用者の料金を考慮する等の工夫が必要ではないか。
下水道課長　　工夫をしていきたい。
さとう委員　　前熊苑維持管理費の環境保全負担金の支払先はどこか。またどのような内容か。
下水道課長　　汚泥を処分するにあたり、伊賀市環境保全負担金条例により伊賀市に支払っている。
さとう委員　　不納欠損額９８,３７３円は何件分で欠損理由は何か。

下水道課長　　１９件で５人分である。所在不明が主な理由である。
丹羽委員　　　熊張苑の大型改修の予定はあるか。

課長補佐　　　長久手浄化センターの改修が終わり次第、検討していく。

浅井委員　　　農村集落家庭排水地区内に家を新築した方で未接続のケースはあるか。
課長補佐　　　合併浄化槽を設置している家庭もある。
浅井委員　　　農村集落家庭排水への接続は義務ではないのか。

課長補佐　　　義務ではない。

浅井委員　　　東小学校の東部にお住まいの方で、合併浄化槽を設置しているが、排水管の勾配が緩いため排水がにおうとの苦情がある。下水道課は把握しているか。

建設部長　　　合併浄化槽については法定点検が必要とされており、環境課で対応させていただいている。道路や側溝の勾配の関係でにおいが発生している場合は、土木課が対応する。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　なし
賛成討論　なし

認定第５号　平成２５年度長久手市農村集落家庭排水施設特別会計決算認定については、全員が賛成。

認定第５号は、原案のとおり可決
＜１１：１５　休憩＞
＜１１：２５　再開＞
認定第９号

区画整理課長　認定第９号　平成２５年度長久手市公園西駅周辺土地区画整理事業特別会計決算認定について説明
浅井委員　　　担当職員は何名か。時間外勤務手当が予算に比べ増加した理由は何か。
区画整理課長　課長１人、室長１人、室長補佐１人、担当２人の計５人。仮換地指定に伴う諸規定や基準等の作成、休日や時間外での地権者への説明に時間を要した事が主な要因である。

さとう委員　　現地事務所費が全額減額されているが、事務所設置の目処はたったのか。
区画整理課長　現地事務所は事業完了後廃棄するものではなく、跡地利用を考えて、一旦立ち止まって減額補正を行った。本年度の執務は市役所本庁舎で行っている。
さとう委員　　今後も現場付近に事務所を設置する計画はないのか。
区画整理課長　現地事務所の跡地利用を考えて引き続き検討は行っていく。

浅井委員　　　土地区画整理審議会委員は、どのように選出されたか。

区画整理課長　委員のうち２人は学識経験者で市長が指名し、残り８人は立候補により選挙なしで決定した。
浅井委員　　　土地区画整理事業費の補償調査業務委託について、全ての家屋について調査は行ったか。移築対象は何件あるか。
室長補佐　　　対象は１２棟１１地権者であり、全戸調査を行った。金額等について現在地権者と調整中である。
浅井委員　　　移築せずに現地に残る方はいるか。
室長補佐　　　今回は全面申出換地で行っており、１１件すべて移転する。

浅井委員　　　移築についてすべて了解が取れたということか。
室長補佐　　　移築については了解をいただいているが、金額は今後調整の必要がある。
田崎委員　　　地質調査業務委託について、どの程度の範囲で実施したか。
室長補佐　　　地区全体に分散して実施した。
丹羽委員　　　地質調査を行ったのは、埋め立てを行った場所のみか。

推進室長　　　道路や調整池など、地耐力が必要となる地点の調査を行った。
さとう委員　　平成２６年度中に保留地処分金は納入されるか。

区画整理課長 平成２６年度中にイケアへ保留地を引き渡し、平成２７年度に　　　２億４,８００万円程度納入される予定である。

さとう委員　　保留地処分金の合計はどの程度か。

区画整理課長　保留地は事業全体で２３,６００ｍ２。金額で２３億６,０００万円を予定している。
さとう委員　　一般管理費を１,０００万円程度減額補正した理由は何か。
区画整理課長　予定していた職員数が１人減となったためである。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　
浅井委員　　　当該区画整理事業は市施行で実施されるため、組合施行や民間施行に比べ市の負担が多大となり公平性に欠けると考える。また、建築単価の値上がりにより工事の負担金が増加する可能性もある。イケアの誘致が主目的の区画整理であり、住民の利便性や福祉へ貢献するものではないため、反対とする。
賛成討論　なし

反対討論　なし
認定第９号　平成２５年度長久手市公園西駅周辺土地区画整理事業特別会計決算認定については、賛成多数。

認定第９号は、原案のとおり可決
議案第４０号

区画整理課長　議案第４０号　平成２６年度長久手市公園西駅周辺土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）について説明
浅井委員　　　推定活断層の調査業務委託を行うにあたり、学識経験者の意見を聞いたとのことだが、具体的にどのような方か。
区画整理課長　減災を専門としている名古屋大学の鈴木康弘教授である。
浅井委員　　　ボーリング調査は、どういった間隔で実施されるか。
推進室長　　　総延長４６０ｍで推定活断層に対し直角方向に２か所実施し、１か所につき縦２本、斜め１本の計３本ボーリング調査を行う。
浅井委員　　　ボーリング調査を実施しても推定活断層が見つからなかった場合は、周辺地域に調査範囲を拡大するのか。また、愛知県が近隣で行ったボーリング調査の結果はあるのか。活断層アトラスという冊子を愛知県が発行しているが確認しているか。
推進室長　　　推定活断層が発見されないという想定はしていない。「知の拠点」の地区で行われた愛知県の調査結果を確認している。
室長補佐　　　活断層アトラスは確認している。
丹羽委員　　　土取りを行った後の地盤調査は行われるか。
室長補佐　　　土取りについては、今後造成をする中で現況の土とのかくはんを含め調査を行っていく。
田崎委員　　　当該地区の危険性が判明した場合、区画整理事業の中止の可能性はあるのか。またその判断は誰になるか。鈴木教授にアドバイザー料は支払っているか。

区画整理課長　推定活断層の状況により専門家の意見を聞きながら、市として適正に判断することになる。
室長補佐　　　現在アドバイザー料は支払っていない。
田崎委員　　　調査結果や事業実施の可否について、平成２６年度中に議会に報告するのか。
建設部長　　　調査は平成２６年度実施するが、議会への報告は平成２７年度に入ってからとなる。
さとう委員　　調査を行う業者はどのように決定するのか。またなぜ専門家として鈴木教授を選んだのか。鈴木教授以外の専門家に意見を求めることはないか。
推進室長　　　長久手市内の推定活断層に関しては、鈴木教授が第一人者であるため意見を伺っている。また、鈴木教授は名古屋大学の減災連携研究センターに勤務されているため、同センターの他の専門家にも意見を伺っている。
区画整理課長　業者選定は、入札で行う。
浅井委員　　　活断層の危険性がどの程度だと、事業は中止される可能性があるのか。また、その場合、住居の回避措置などは行われるか。
区画整理課長　推定の域を出るかどうかが１つの判断基準となる。
質疑及び意見を終了
討論

反対討論　
浅井委員　　　本来は推定活断層の調査が終了してから区画整理事業を実施すべきであり、調査結果も整わない中で平成２６年度中にイケアに土地の引き渡しを行うとのことで、事業実施が性急である。まちづくりはもっと慎重に実施されるべきであると考え、反対とする。
賛成討論　なし

反対討論　なし
議案第４０号　平成２６年度長久手市公園西駅周辺土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）については、賛成多数。

議案第４０号は、原案のとおり可決
委員長　　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。
　　　　　　　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　　　　　　　異議なしのため継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　　　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
　　　　　
委員長　　　　閉会宣言
　午後０時１４分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２６年９月２２日

くらし建設委員会委員長　　青山直道
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